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１．ガイドライン策定の背景 

鉄道・運輸機構における工事は、個別に設計された極めて多岐にわたる目的物を、多種多様な

現地の自然条件・環境条件の下で生産するという特殊性を有していることから、当初積算時に予

見できない事態、例えば土質・湧水等の変化に備え、その前提条件を明示して設計変更の円滑化

を工夫する必要がある。 

したがって、発注者は、設計・積算にあたって、土木工事では平成 22 年 7 月 16 日付け通知「施

工条件の明示について」に記載されている工事内容に関する項目について条件明示すること、土

木工事以外については可能な限り施工条件を設計図書に明示することが必要であり、受注者は、

工事の着手にあたって設計図書を照査し、着手時点における疑義を明らかにするとともに、施工

中に疑義が生じた場合には、発注者と協議し工事を進めることが重要である。 

しかし、設計変更において発生している課題として、設計図書に明示されている内容と実際の

現場条件が一致しない場合には、契約書の関連条項に基づき、設計図書に明示した事項を変更し、

併せて金額変更を行うこととなるが、任意仮設等の一式計上されている事項や設計図書に脱漏又

は表示が不明確となっている事項については、設計変更の対応が問題となっているケースがある。 

このため、発注者及び受注者が設計変更の課題と留意点について十分理解しておく必要があり、

共通の目安となる「工事請負契約設計変更ガイドライン」の策定により、設計変更業務の改善を

図り、より一層の円滑な工事の執行を目指すことを目的とするものである。 



２ 

２．設計変更手続の基本フロー 

(1) 図面、示方書又は仕様書、内容説明書及び内容説明に対する質問回答書が一致しないこと 

(2) 設計図書に誤謬又は脱漏があること 

(3) 設計図書の表示が明確でないこと 

(4) 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人

為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと 

(5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別の状態が生じ

たこと        【工事請負契約書第 19条第 1項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発注者 受注者 

上記の一つに該当する事実を発見 

通知し確認を請求 発注者：調査の実施                  受注者：立会い 

調査結果のとりまとめ 意見 

受理 

【第 19条第 3項】 

必要があると認められるときは設計図書の訂正又は変更 

＜発注者が行う＞ 

・設計図書の訂正【第 1号】 

・工事目的物の変更を伴う設計図書の変更【第 2号】 

調査終了後 14日以内にその結果を通知（とる

べき措置がある場合、当該指示を含む） 

【第 19条第 4項】 

【第 19条第 1項】  【第 19条第 2項】 

 【第 19条第 5項】 

協議 ①工期の変更 

②請負代金額の変更 

変更内容・変更根拠の明確化、変更図面、変更数量計算書等の

変更設計図書の作成 

【第 24条】 

【第 25条】 

必要があると認められるときは設計図書の訂正又は変更 

＜発注者と受注者とが協議して発注者が行う＞ 

・工事目的物の変更を伴わない設計図書の変更【第 3号】 

 

必要があると認められるときは工期若しくは請負

代金額を変更 

図－１ 設計変更手続の基本フロー 



３ 

３．設計変更が不可能なケース 

下記のような場合においては、原則として設計変更できない。 

 

（１）設計図書に条件明示のない事項において、発注者と「協議」を行わず受注者が独自に判断

して施工を実施した場合 

→対応例：受注者は工事請負契約書 19条第 1項各号に該当する事実等を発見したときは、その

事実が確認できる資料を書面により発注者に提出し、確認を求める。 

 

（２）発注者と「協議」をしているが、協議の回答がない時点で施工を実施した場合 

→対応例：協議の回答は工事請負契約書 19 条第 1項により調査の終了後 14 日以内としている

が、協議の内容によっては、発注者側で各種検討・調整等を行い回答までに期間を要

する場合もあるため、受注者は事実が判明次第、できるだけ早い段階で協議を行う。 

 

（３）「承諾」で施工した場合 

→対応例：承諾とは、受注者が自らの都合による施工方法等について発注者の同意を得るもの

である。設計図書と工事現場の不一致、条件明示のない事項等については、発注者と

協議をする必要があり、安易な承諾による施工は避けるべきである。 

 

（４）工事請負契約書、示方書又は仕様書に定められている所定の手続きを経ていない場合（契

約書第 19条～25条） 

→対応例：発注者及び受注者は工事請負契約書、示方書又は仕様書に定められている手続きを

行う。 

 

（５）正式な書面によらない事項（口頭のみの指示・協議）の場合 

→対応例：発注者は速やかに書面による指示・協議（工事内容変更）を行う。受注者は書面に

よる指示・協議（工事内容変更）を得るまでは施工しない。 

 

（６）総合評価方式において採用された技術提案の変更をしようとする場合 

→ 対応例：総合評価方式において採用された技術提案は、落札者の決定要素として重要なもの

であり、契約締結により受注者が履行義務を負うことから設計変更の対象とはならない。 

 

※工事請負契約書第 27条（臨機の処置）については別途考慮する。 

承諾 ： 受注者からの都合により施工方法等について監督員に同意を得るもの 

設計変更不可 

協議 ： 発注者と書面により対等な立場で合意して発注者の「指示」によるもの 

設計変更可能 



４ 

４．設計変更が可能なケース 

【基本事項】 

◆次のような場合設計変更が可能である。 

・工事施工箇所において、当初発注時点で予期しえない地質、湧水等が確認され、施工条件と

実際の工事現場が一致しない場合。 

・当初発注時点で想定している工事着手時期に、受注者の責めによらず、工事着手できない場

合。 

・所定の手続き（「協議等」）を行い、発注者の「指示」による場合。 

（「協議」の結果として、軽微なものは金額の変更を行わない場合もある。） 

・受注者が行うべき「設計図書の照査」の範囲を超える作業を実施する場合。 

・受注者の責めによらない工期の延伸・短縮を行う場合で協議により必要があると認められる

場合。 

【留意事項】 

◆設計変更にあたっては、次の事項に留意し受注者へ指示する。 

・当初設計の考え方や設計条件を再確認して、設計変更「協議」にあたる。 

・変更の必要性を明確にし、設計変更は契約書第 20条に基づき書面で行い「打合せ簿」を作成

する。 

（規格の妥当性、変更対応の妥当性（別途発注ではないか）を明確にする。） 

・設計変更に伴う契約変更手続きは、その必要が生じた都度、遅滞なく行うものとする。 

・設計変更に先立ち、工事内容変更を行う場合は、工事変更指示書に概算変更金額等の記載を

行う。（詳細は、５．（２）による。） 

 

（１）工事請負契約書第 19条（条件変更等）に該当する場合 

本条は、契約当初と事情が変わり、当初の設計図書のまま工事を続行することが適当でない

と思われる場合を列挙し、そのような場合には、受注者に通知を義務付けるとともに、通知を

受けた発注者が一定の手続に従って、必要と認められるときは、設計図書の変更又は訂正を行

い、これに伴う工期又は請負代金額の変更等について規定し、契約関係の適正化を図ったもの

である。この規定は、単に受注者の立場を保護するものではなく、同時に、発注者が必要とす

る工事目的物を的確に、効率的に確保するためのものである。 

１）図面、示方書又は仕様書、内容説明書及び内容説明に対する質問回答書が一致しない（第

19条第 1項第 1号） 

図面、示方書又は仕様書、内容説明書等設計図書の構成文書に、優先順位の規定がない場

合で、図面と仕様書が一致しないときには、受注者としては、どちらに従って施工すべきか

わからないことになる。この様な場合に、受注者が勝手に判断して、施工を続けることは不

適当である。 

①具体的な事例 

○図面と仕様書で鋼材等の材料又は機器の規格が一致しない 

○図面と仕様書で管の口径又はケーブルサイズが一致しない 



５ 

○図面と仕様書の数量（管又はケーブル敷設延長、材料又は機器、仕様等）が一致しない 

（契約書第 19条第 1項第 1号から第 5号共通） 

②設計変更を行うまでの手続 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

２）設計図書に誤謬又は脱漏がある（第 19条第 1項第 2号） 

受注者は、設計図書に誤りがあると思われる場合、誤っていると思われる設計図書に従っ

て工事を施工し続けると、受注者は、形式上契約を履行したことになるが、発注者としては

本来望んでいた工事目的物を入手することができなくなる。このため、受注者は、信義則上、

設計図書が誤っていると思われる点を発注者に確認すべきであり、発注者は、それが本当に

誤っていた場合には、設計図書を訂正する必要がある。 

また、設計図書に脱漏がある場合には、受注者としては、自分で勝手に補って施工を続け

るのではなく、発注者に確認して、脱漏部分を訂正しなければならない。 

①具体的な事例 

(1) 設計図書に誤謬がある場合 

○設計図書に示されている矢板の打設方法では、条件明示されている土質で施工できない 

(2) 設計図書に脱漏がある場合 

○条件明示する必要がある場合にも係わらず、土質に関する一切の条件明示がない 

○条件明示する必要がある場合にも係わらず、地下水位に関する一切の条件明示がない 

○条件明示する必要がある場合にも係わらず、交通誘導員についての条件明示がない 

○使用する部材の品質が明示されていない 

○工事施工上必要な材料名について、図面ごとに一致しない場合 

○建築、電気設備、機械設備の各分野の設計内容が互いに整合していない場合 

②設計変更を行うまでの手続 

発注者 受注者 

必要がある場合は、発注者が設計図書の
訂正又は変更 

（契約書第 19条第 4項） 

契約書第 19 条第 1 項に基づき、その旨を

直ちに監督員に通知し、確認を請求 

工期、請負代金額を変更する必要がある場合は、受注者、発注者は協議して決定 

（契約書第 24条及び第 25条） 

 

請求内容を確認するため、調査の実施を決

定（契約書第 19条第 2項） 

発注者、受注者立会の上、調査を実施（契約書第 19条第 2項）、 

受注者の意見を聞いた上で結果をとりまと
め、受注者に通知 

（契約書第 19条第 3項） 

図－２ 設計図書が互いに一致しない場合の手続 



６ 

図－２と同様 

３）設計図書の表示が明確でない（第 19条第 1項第 3号） 

設計図書の表示が明確でないこととは、表示が不十分、不正確、不明確で実際の工事施工

にあたってどのように施工してよいか判断がつかない場合などのことである。この場合にお

いても、受注者が勝手に判断して、施工することは不適当である。 

①具体的な事例 

○土質柱状図は明示されているが、地下水位が不明確 

○水替工実施の記載はあるが、排水設備の仕様、運転条件等の明示がない 

○使用する材料の規格（種類、強度等）が明示されていない 

○図面の記載内容が読み取れない場合 

○電気工事における派遣員での試験の記載はあるが、試験回数等の明示がない 

②設計変更を行うまでの手続 

図－２と同様 

４）設計図書に明示された自然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しない（第 19

条第 1項第 4号） 

発注者は、工事現場の自然的又は人為的な施工条件について十分な調査を行い、調査に基

づいて設計図書で施工条件を明示し、なお不足するものは内容説明書で補って、施工条件の

明示を期している。受注者も、これらに基づいて施工条件を判断し、契約を締結し、工事を

施工しているものであり、その条件が設計図書の定めと異なるときは、施工方法の変更、工

事目的物の変更を必要とする。 

設計図書で示される自然的条件とは、例えば、掘削する地山の高さ、地表面の凹凸等の形

状、地質、湧水の有無又は量、地下水の水位、立木等の除去すべき物の有無。また、人為的

な施工条件の例としては、地下埋設物、地下工作物、土取（捨）場、工事用道路、通行道路、

工事に関する法令等が挙げられ、施工条件が一致しないことにより、実際の施工方法等に影

響がある場合に適用となる。 

①具体的な事例 

○設計図書に明示された土質や地下水位と工事現場の土質や地下水位が一致しない 

○設計図書に明示された地盤高と工事現場の地盤高が一致しない 

○設計図書に明示された地下埋設物の位置と工事現場での位置が一致しない 

○設計図書に明示された地形と工事現場の地形が一致しない 

○設計図書に明示された交通誘導員の人数と規制図が一致しない 

○設計図書に明示された埋設物より大きい（多くの）埋設物が設置されていた 

○設計図書に明示された地盤改良材、配合量で想定している改良後の強度と工事現場での

試験による改良後の強度が一致しない 

○設計図書に明示された配管・配線等と実際の工事現場における配管・配線等が大きく異

なる事実が判明した場合 

○その他、新たな制約等が発生した場合 



７ 

 

②設計変更を行うまでの手続 

図－２と同様 

５）設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別の状態が生じ

た（第 19条第 1項第 5号） 

設計図書に明示された施工条件が実際の工事現場の状況と異なる場合については、第 4 号

（前頁）によることとなるが、当初は、予期することができなかったために設計図書に施工

条件として定められていない事後的に生じた特別な状態が施工条件となる場合については、

第 4 号は適用されない。しかしながら、この場合も契約締結や工事施工の前提を大きく変え

るものであり、受注者が当初の設計図書どおりに施工することが困難又は不適当な場合であ

るので、第 5 号が適用となる。なお、既に存在していたのに、あるいは、予期することがで

きたのに設計図書に施工条件として定められていなかったものについては、設計図書に脱漏

がある場合として第 2号の適用となる。 

①具体的な事例 

○工事範囲の一部に軟弱な地盤があり、地盤改良が必要になった 

○酸欠又は有毒ガスの噴出等がある 

○予想し得なかった騒音規制がある 

○予想し得なかった交通規制がある 

○予想し得なかった埋蔵文化財が発見され、調査が必要になった 

②設計変更を行うまでの手続 

図－２と同様 



８ 

（２）工事請負契約書第 20条（設計図書の変更）により、発注者が設計図書の変更を必要と認め

た場合 

発注者は、仕様や施工方法等を十分検討した上で設計図書を作成し工事発注するが、工事の

施工途中において、発注当初の判断を変更せざるを得ない事態が生じることがある。そのよう

な場合において、必要があると認められるときは工期又は請負代金額変更の設計変更を行う。 

①具体的な事例 

○地元調整の結果、施工期間、施工日を変更する 

○同時に施工する必要のある工種が判明し、その工種を追加する 

○警察、河川・鉄道等の管理者、電力・ガス等の事業者、消防署等との協議等により、施工

内容の変更、工事の追加をする 

○工事現場の安全管理上、フェンス等の防護施設（共通仮設費に含まれるものを除く。）が必

要と判断し、追加する 

○関連する工事の影響により施工条件が変わったため、施工内容を変更する 

○当初設計で指定していた建設副産物の処分先を変更する 

○使用材料を変更する 

○隣接工区との調整で、交通誘導員の人数を変更する 

②設計変更を行うまでの手続 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発注者 受注者 

工期、請負代金額を変更する必要がある場合は、受注者、発注者は協議して決定 

（契約書第 24条及び第 25条） 

 

設計変更の必要があると判断 

（契約書第 20条） 

発注者が設計図書の変更を行い、受注

者にその内容を通知 

図－３ 発注者の都合により設計変更を行う場合の手続 
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（３）工事請負契約書第 21条（工事の中止）により発注者が工事の全部又は一部の施工を一時中

止させた場合 

工事用地等の確保ができない等のため、又は自然的若しくは人為的な事象であって、受注者

の責めに帰すことができないものにより、工事目的物等に損害を生じ、若しくは工事現場の状

態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められる場合、発注者は工事の全部又は

一部の中止を命じなければならない。 

①具体的な事例 

(1) 工事用地等の確保ができない場合 

○発注者の義務である工事用地等の確保が行われていない 

○設計図書に工事着手時期が定められているが、その期日までに受注者の責めによらず着工

できない 

○警察、河川・鉄道等の管理者等の管理者間協議が終わっていない 

○管理者間協議の結果、施工できない期間が設定された 

(2)自然的又は人為的な事象により工事を施工できない 

○受注者の責めによらない何らかの事象（地元調整等）が生じた 

○設計図書に定められた期日までに詳細設計が未了のため、施工できない 

○予見できない事態（地中障害物を発見等）が発生した 

○設計図書と実際の施工条件の相違又は設計図書の不備が発見されたため、施工を続けるこ

とが不可能と認められる 

○別契約の関連工事の進捗が遅れた 

○設計時に行った関係機関との基本協議に基づく施工方法が、工事契約後に行った詳細協議

で変更された 

○埋蔵文化財の発掘又は調査、その他の事由により工事を施工できない 

②設計変更を行うまでの手続 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

発注者 受注者 

発注者は、工事の一時中止を受注者に通知し、

工事の全部又は一部の施工を中止させなければ

ならない。（契約書第 21条第 1項） 

図－４ 工事を一時中止する場合の手続 

受注者の責めに帰すことができないもののため、受注者が工事を施工することができない事態が発生（契約書第

21条第 1項） 

 

工期、請負代金額を変更する必要がある場合は、発注者、受注者協議して決定 

（契約書第 24 条及び 25 条） 

受注者は通知された内容の工事を一時中止する

「基本計画書」を作成し、発注者の承諾を得る 

受注者は「基本計画書」に基づき、工事を一

時中止する 

発注者は、現場管理上、最低限必要な施設・人

数等を吟味し、「基本計画書」を承諾する 
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（４）設計図書の照査の範囲を超えるもの 

受注者は、契約書第 19条第 1項に示した状態が生じた場合、この事実を監督員に通知しなけ

ればならない。また、この後に行う調査について、監督員に対し意見を言う機会がある。 

受注者は、これらの通知や意見を書面により行う必要があるが、この際に受注者が作成すべ

き資料の範囲（受注者が行う「設計図書の照査」の範囲）を超えるものとして、次のものが想

定される。 

発注者は、受注者に「設計図書の照査」の範囲を超える設計図書の訂正又は変更を実施させ

る場合において、必要があると認められる場合は、工期、請負代金額を変更しなければならな

い。 

①具体的な事例 

○現地測量の結果、縦断図を新たに作成する必要があるもの。または縦断計画の見直しを伴

う横断図の再作成が必要となるもの。 

○施工の段階で判明した推定岩盤線の変更に伴う横断図の再作成が必要となるもの。ただし、

当初横断図の推定岩盤線の変更は「設計図書の照査」に含まれる。 

○現地測量の結果、排水路計画を新たに作成する必要があるもの。または土工の縦横断計画

の見直しが必要となるもの。 

○構造物の位置や計画高さ、延長が変更となり構造計算の再計算が必要となるもの。 

○構造物の載荷高さが変更となり、構造計算の再計算が必要となるもの。 

○現地測量の結果、構造物のタイプが変更となるもの。（標準設計で修正可能なものであって

も照査の範囲をこえるものとして扱う）。 

○構造物の構造計算書の計算結果が設計図と違う場合の構造計算の再計算及び図面作成が必

要となるもの。 

○基礎杭が試験杭等により変更となる場合の構造計算及び図面作成。 

○土留め等の構造計算において現地条件や施工条件が異なる場合の構造計算及び図面作成。 

○「設計要領」「各種示方書」等との対比設計。 

○構造物の応力計算書の計算入力条件の確認や構造物の応力計算を伴う照査。 

○構造物の設計根拠まで遡る見直し。 

○新たな工種追加や設計変更による構造計算及び図面作成 

○照査の結果必要となった追加調査の実施。 

【例】・ボーリング調査 

・杭打・大型重機による施工を伴う際の近隣の家屋調査 

・路床安定処理工における散布及び混合を行う際の粉じん対策 

・移設不可能な埋設物対策 

 

※１ 適正な設計図書に基づく構造物の位置や計画高さの確認、数量の算出及び完成図につ

いては、受注者の費用負担によるものとする。 

※２ 構造物の設計等で高度な設計計算を伴うものは、当該工事の設計変更ではなく別件で

役務契約することを基本とする。 
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②設計変更を行うまでの手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

発注者 受注者 

受注者の意見を聴く（契約書第 19 条第 3 項）際

に、受注者が行うべき設計図書の照査の範囲を

超える資料の提出を指示 

図－５ 設計図書の照査の範囲を超える指示をした場合の手続 

発注者、受注者立会の上、調査を実施（契約書第 19条第 2項） 

工期、請負代金額を変更する必要がある場合は、発注者、受注者協議して決定 

（契約書第 24 条及び 25 条） 

発注者の指示に基づき資料を作成 

請求を受けたとき、自ら気付いたときは、調査の

実施を決定 

（契約書第 19条第 2項） 

直ちに発注者に通知し、確認を請求 

（契約書第 19条第 1項） 

必要がある場合、発注者が設計図書の訂正又は

変更 

（契約書第 19条第 4項） 

発注者は、必要があると認められるときは、工期、

請負代金額を変更 

（契約書第 19条第 4項） 
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（５）工事請負契約書第 22条（受注者の請求による工期の延長）により工期を延長する場合 

受注者は、天候不良、関連工事の調整協力、その他受注者の責めに帰すことができない事由

により工期内に工事を完成することができない場合は、発注者へその理由を明示した書面によ

り、工期延長変更を請求することができる。 

発注者は、必要があると認められるときは、工期を延長しなければならない。 

また、請負代金についても必要と認められるときは変更を行う。 

①具体的な事例 

○天候不良の日が例年に比べ多いと判断でき、工期の延長が生じた場合 

○設計図書に明示された関連工事との調整に変更があり、工期の延長が生じた場合 

○その他受注者の責めに帰すことができない事由により工期の延長が生じた場合 

②設計変更を行うまでの手続 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発注者 受注者 

契約書第 22 条第 1 項に基づき、その理由

を明示した書面により監督員に通知 

工期、請負代金額を変更する必要がある場合は、受注者、発注者は協議して決定 

（契約書第 24条及び第 25条） 

 

その理由を精査し必要と認められる時は、

工期を延長しなければならない。請負代金

についても必要と認められるときは変更をし

なければならない 

（契約書第 22条第 2項） 

図－６ 受注者の請求による工期の延長手続 
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（６）工事請負契約書第 23条（発注者の請求による工期の短縮等）により工期を短縮する場合 

発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を受注者に

請求することができる。 

また、工期を延長すべき場合において、特別の理由があるときは、延長する工期について、

通常必要とされる工期に満たない工期への変更を請求することができる。 

発注者は、必要があると認められるときは、請負代金の変更を行う。 

①具体的な事例 

○工事一時中止に伴い工期延長が予想され、工期短縮が必要な場合 

○関連工事等の影響により、工期短縮が必要な場合 

○その他の事由（地元調整、関係機関との調整等）により工期の短縮が必要な場合 

②設計変更を行うまでの手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発注者 受注者 

発注者からの請求に基づき、工期短縮を図

るための施工計画書を発注者に提出し承

諾を得る 

工期、請負代金額を変更する必要がある場合は、受注者、発注者は協議して決定 

（契約書第 24条及び第 25条） 

 

契約書第 23 条第 1 項及び第 2 項に基づ

き、特別な理由により工期短縮する必要が

あるときは、工期の短縮を受注者に請求 

（契約書第 23条第 1項、第 2項） 

図－７ 発注者の請求による工期の短縮等手続 



１４ 

５．入札時積算数量書活用方式による数量変更及び請負代金額の変更（建築工事及び

機械工事に適用） 

以下は建築工事及び機械工事（空調設備又は昇降機設備に限る。）における入札時積算数量活

用方式を適用した工事についてのみ適用する。ただし、宿舎等修繕工事は除く。 

 

（１）入札時積算数量書の取扱い 

  入札時積算数量書は、入札説明書等の添付資料であって、設計図書ではないことから、入札

時積算数量書にある数量どおりの施工（履行）を求めるための「契約数量」にはならない。よ

って、入札時積算数量書にある数量の施工確認・検査は行わない。 

 

（２）積算数量に関する協議 

受注者が積算数量に疑義が生じた場合の確認の請求は、協議を行う積算数量の部分に関する

施工が終了するまでに行う。 

なお、受注者は、施工に先立ち、施工計画書の作成や材料調達のための発注の際に数量を算

出・確認すると思われ、この段階で疑義数量の有無が判明すると考えられるので、受注者に対

して早めの確認の請求を行うように呼びかけることも必要である。 

協議を求めるにあたって、契約書第１９条の２第１項に基づく受注者からの確認の請求にお

いては、当該積算数量に対して疑義を生じるに至った根拠資料を提出してもらう。 

また、全ての数量が一致している必要はなく、当該疑義数量に関して数量が一致していれば、

協議が可能とする。 

なお、数量書に対する確認結果は、通知および承諾書を取り交わす。 

 

（３）入札時積算数量書の訂正に伴う工事費の積算 

入札時積算数量書の訂正は、設計変更ではないが、その工事費の積算は、設計変更における

工事費の積算と同様に行うものとする。 

 

（４）設計変更における積算数量書の提示等 

設計変更では、受発注者間において、変更内容に関連する数量においても協議を行うことに

なる。その際、円滑な協議のために、積算数量書を受注者に提示することを原則としている。 

また、設計変更の数量についても設計図書及び数量基準に定めるところにより行うが、その

積算数量書は、設計図書でも入札時積算数量書でもないことに留意し、変更契約後に疑義が生

じた場合は、協議対象とならないので、設計変更時に十分に確認を行う。 
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６．関連事項 

（１）設計変更の留意点 

設計変更とは、工事の施工にあたり設計図書の内容の一部を訂正・変更することをいう。 

発注者・受注者は、設計変更において、以下に示す事項について留意しなければならない。 

①発注者の留意点 

請負工事の施工は設計図書に従い行われるため、発注者は、受注者が工事の目的に沿った

適切な施工ができるよう、必要な施工条件を明示した設計図書を作成し、また、変更の必要

がある場合は受注者に対して書面により指示を行わなければならない。 

また、工事目的と関係のない工種や、別の工事で施工すべき工種の追加については、原則

として別途の契約とするものとする。 

適切に工事を施工するため、発注者は次の事項に留意しなければならない。 

○設計積算にあたって、工事の施工に係る制約事項については、設計図書において必ず条件

を明示する。 

○設計変更を行う必要が生じた場合などの必要な指示、協議等は書面で行う。 

○受注者に設計図書の照査を行わせる。 

○受注者から設計図書についての確認の請求があった場合は、受注者立会の上、調査を行う。 

○設計変更後の請負代金額や工期は、受注者と協議の上、決定する。 

 

②受注者の留意点 

受注者は、工事の目的を達せられるよう施工する義務があり、そのため工事の施工にあた

って発注者の意図、設計図書、現場条件などの確認をする必要がある。 

適切に工事を施工するため、受注者は次の事項に留意しなければならない。 

○工事の着手にあたって又は施工中、設計図書の照査を行う。 

○設計図書と工事現場に相違がある、必要な条件明示がされていないなどの施工上の疑問が

生じた場合は、直ちに発注者に書面で通知する。 

○数量、仕様書等の設計図書の変更が必要な場合は、その旨、発注者と書面による協議を行

い、発注者からの書面での指示に従い施工する（独自の判断で施工しない）。 

 

（２）工事変更指示書の概算変更金額記載について 

設計変更に先立ち工事内容変更を行う場合は、工事変更指示書に変更内容、概算変更金額等

を記載する。ただし、受注者からの協議により変更する場合にあっては、協議時点で受注者か

ら見積書の提出を受けた場合に限る。 

ここで記載する概算変更金額は、「参考値」であり、設計変更額を拘束するものではない。 

また、緊急的に行う場合等何らかの理由により概算変更金額の算定に時間を要する場合は、

「後日通知する。」ことを添えて指示する。なお、概算金額を後日通知する際は監督員より書面

にて通知することとする。通知方法等に疑義が生じた場合は本社積算課に相談されたい。 

【発注者からの工事内容変更の指示の場合】 
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１．発注者から工事内容変更を行う場合は、必ず工事変更指示書により行う。 

２．工事変更指示書には、変更内容による変更見込み概算変更金額を記載することとし、記載

できない場合にはその理由を記載する。 

３．概算変更金額については、類似する他工事の事例や協会資料などを参考に記載しても良い。

また、記載した概算変更金額の出典や算出条件等について明示する。 

４．概算変更金額は、有効数字２桁（百万円未満の場合は、十万円単位）を基本とする。 

 

【受発注者間の協議により変更する工事内容変更の指示の場合】 

１．受発注者間の協議に基づき工事内容変更を行う場合は、必ず工事変更指示書により行う。 

２．工事変更指示書には、変更内容による変更見込み概算変更金額を記載する。 

３．概算変更金額の明示にあたっては、協議時点で受注者から見積書の提出を受けた場合に、

その見積書の妥当性を確認し、妥当性が確認された場合は、その見積りの額と、受注者の

提示額であることを工事変更指示書に記載することができる。受注者から見積書の提出が

ない場合は、概算変更金額を記載しない。 

４．概算変更金額は、有効数字２桁（百万円未満の場合は、十万円単位）を基本とする。 

 

 

（３）指定・任意の正しい運用 

指定・任意については、工事請負契約書第１条第 3 項に定められているとおり、適切に扱う

必要がある。 

工事請負契約書第 1条第 3項 

 仮設、施工方法その他工事目的物を完成させるために必要な一切の手段（以下「施工方法等」とい

う。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受注者がその責任におい

て定める。 

【基本事項】 

１．任意については、その仮設、施工方法の一切の手段の選択は受注者の責任で行う。 

２．任意については、その仮設、施工方法に変更があっても原則として設計変更の対象とし

ない。 

３．ただし、設計図書に示された施工条件と実際の現場条件が一致しない場合は変更できる。 

【留意事項】 

指定・任意の使い分けにおいては下記の事項に留意する。 

１．仮設、施工方法等には、指定と任意があり、発注においては、指定と任意の部分を明確

にする必要がある。 

２．任意については、受注者が自らの責任で行うもので、仮設、施工方法等の選択は、受注

者に委ねられている（変更の対象としない）。 

３．発注者（監督員）は、任意の趣旨を踏まえ、適切な対応をするように注意が必要である。 

【任意における対応の不適切な事例】 
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・○○工法で積算しているので、「○○工法以外での施工は不可」との対応。（発注者） 

・標準歩掛ではバックホウで施工となっているので、「クラムシェルでの施工は不可」との対応。（発注者） 

・新技術の活用について受注者から申し出があった場合に、「積算上の工法で施工」するよう対応。（発注者） 

・任意部分において、受注者の考えで決定した施工方法にも係わらず、結果的に費用が増額したことにより

契約金額の増額を要求。（受注者） 

ただし、任意であっても、設計図書に示された施工条件と実際の現場条件が一致しない場合

は変更できる。 

【指定と任意の考え方】 

 指   定 任   意 

設計図書 施工方法等について具体的に指定する 
施工方法等について具体的には指定しな
い 

施工方法等の変更 発注者の指示又は承諾が必要 
受注者の任意(施工計画書等の修正、提出
は必要) 

施工方法の変更が
ある場合の設計変
更 

設計変更の対象とする 設計変更の対象としない 

条件明示の変更に

対応した設計変更 
設計変更の対象とする 設計変更の対象とする 

その他 

＜指定仮設とすべき事項＞ 
・河川堤防と同等の機能を有する仮締切のある場合 
・仮設構造物を一般交通に供する場合 
・関係官公署との協議により制約条件がある場合 
・特許工法又は特殊工法を採用する場合 
・その他、第三者に特に配慮する必要がある場合 
・他工事等に使用するため、工事完成後も存置させる必要のある仮設物 
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（４）入札・契約時の契約図書等の疑義の解決 

契約図書等についての疑義については、次により、入札前の段階、設計照査の段階で解決し

ておくことが、スムーズな設計変更に繋がることになる。 

【入札前】 

・工事の入札にあたっては、入札公告、入札説明書、鉄道建設・運輸施設整備支援機構契約

申込心得、契約書（案）、示方書又は仕様書、図面、現場及びこの内容説明書を熟覧の上、

入札書を提出するものとする。（内容説明書 説明事項 １．入札について（１）） 

・入札等参加者は、示方書又は仕様書、図面、契約書案及び工事現場等を十分調査研究のう

え、入札等しなければならない。（契約申込心得 第 6条（入札等）） 

・入札等参加者は、入札等の執行後、この心得、示方書又は仕様書、図面、契約書案及び工

事現場等についての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない。（契約申

込心得 第 23条（異議の申立）） 

・したがって、入札等参加者は、示方書又は仕様書、図面、現場及び内容説明書等について

疑義があるときは、入札前に発注者に確認しておく必要がある。 

 

 

【契約後】 

・総価契約単価合意方式は、工事請負契約における受発注者間の双務性の向上の観点から、

請負代金額の変更があった場合の金額の算定や出来形払金額の算定を行うための単価等を

前もって協議し、合意しておくことにより、設計変更や出来形払に伴う協議の円滑化を図

ることを目的として実施するものである。 

・受注者が工事の施行に先立ち実施する設計図書の照査等について、設計思想、設計上の留

意点等に関する情報を共有し設計図書の照査等を円滑に実施するため、発注者、当該設計

の設計者及び当該設計に係る工事の受注者で構成される三者打合せを開催することとして

いる。そのほか、照査等の結果に関して、発注者が必要と判断した場合にも開催できるも

のとする。 

・受注者は、施工前及び施工途中において、契約書第 19 条第 1 項第 1 号から第 5 号に係わ

る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督員にその事実が確認できる資

料を書面により 提出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現

地地形図、設計図との対比図、取り合い図、施工図等を含むものとする。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

〔 参 考 資 料 〕 
 

 

 

 

 

 



〇工事請負契約書（抜粋）  

（総則） 

第１条  

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方法

等」という。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受

注者がその責任において定める。 

５ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなけれ

ばならない。 

（監督員） 

第９条  

２ 監督員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権限と

される事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書に定める

ところにより、次に掲げる権限を有する。 

(1) この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は

協議 

(2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成し

た詳細図等の承諾 

(3) 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験

若しくは検査（確認を含む。） 

（条件変更等） 

第 19 条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

(1) 図面、示方書又は仕様書、内容説明書及び内容説明に対する質問回答書が一致しな

いこと（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。 

(2) 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

(3) 設計図書の表示が明確でないこと。 

(4) 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的

又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

(5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別の状態

が生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発

見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注

者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する

必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後 14日以内に、その結
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果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない

理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができ

る。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認め

られるときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければ

ならない。 

(1) 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があるも

の         発注者が行う。 

(2) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴

うもの       発注者が行う。 

(3) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴

わないもの発注者と受注者とが協議し発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要が

あると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼした

ときは必要な費用を負担しなければならない。 

（設計図書の変更） 

第 20条 発注者は、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注者に通知して、

設計図書を変更することができる。この場合において、発注者は、必要があると認めら

れるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要

な費用を負担しなければならない。 

（工事の中止） 

第 21 条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地す

べり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）

であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ若し

くは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められるときは、

発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時

中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注

者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工

事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施

工の一時中止に伴う増加費用を必要とし、若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な

費用を負担しなければならない。 
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（受注者の請求による工期の延長） 

第 22 条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受

注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないと

きは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるとき

は、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰すべ

き事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、又は受

注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第 23 条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更

を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この契約書の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別の

理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期への変

更を請求することができる。 

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（工期の変更方法） 

第 24 条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始

の日から○日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第 22 条の場合にあっては

発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請求を受

けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を

定め、発注者に通知することができる。 

（請負代金額の変更方法等） 

第 25 条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協

議開始の日から○日以内に協議が整わないときは、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を

通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に

発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

（臨機の措置） 

第 27 条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけ
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ればならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ監

督員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この

限りではない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直ちに通知しなけ

ればならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対し

て臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要

した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当でないと認めら

れる部分については、発注者が負担する。 
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〇設計変更に関する判断事例 

 

 

 

 

 

 

 

設計変更に関する判断事例 
 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１２月 

鉄道・運輸機構 
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1.設計変更に関する判断事例策定の背景 

 

設計変更処理については、発注者・受注者共通の認識のもと、適正な変更契

約や円滑な施工を目的として「工事請負契約設計変更ガイドライン」を制定し

ているが、その内容は抽象的な表現が多く判断に迷うことも考えられるため、

実際に発注された工事の設計変更事例や他機関で制定している判断事例を参考

にして、設計変更可否の判断をわかりやすく解説した「設計変更に関する判断

事例」を作成することにした。 

 

判断事例を作成することにより、地方機関及び担当者間で同一の判断ができる

ことから適切な設計変更が期待できるとともに、受注者にも公表し機構の考え

方を示すことで、設計変更協議の円滑化を図ることを目的とするものである。 

なお、判断事例は対象工事を明記しているが、対象外の工事に関しても関連

する事柄があれば参考とされたい。 

 

また、設計変更を行うにあたっては、「工事請負契約設計変更ガイドライン」

を基に、内容を十分検討の上発注者・受注者間で協議することが重要である。 
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2.判断事例一覧 

 

設計変更となる事例 

４．設計変更が可能なケース 

 （1）工事請負契約書第 19条（条件変更）に該当する場合 

 

1）図面、示方書又は仕様書、内容説明書及び内容

説明に対する質問回答書が一致しない場合（第 1

項第 1号） 

1 
【土木工事】仮設リース材の在庫がない場合につ

いて 

2 【土木工事】品質管理等に要する費用について 

3 【共通】営業線近接工事について 

4 【土木工事】協議による作業時間の制限について 

2）設計図書に誤謬又は脱漏がある（第 1項第 2号） 1 
【土木工事】ＰＣ桁架設時の横座屈防止の補強工

について 

3）設計図書の表示が明確でないこと（第 1 項第 3

号） 
1 【電気工事】派遣員の費用について 

4）設計図書に明示された自然的又は人為的な施工

条件と実際の工事現場が一致しない（第 1 項第 4

号） 

1 
【土木工事】拝み勾配トンネル工事の濁水排水管

及びポンプの設置について 

2 【土木工事】残土処理の運搬車の台数について 

3 
【土木工事】路盤鉄筋コンクリートの切削費用に

ついて 

4 
【土木工事】橋梁下部工の床掘り勾配の変更につ

いて 

5 
【土木工事】濁水処理の添加量の実績払いについ

て 

6 【共通】工事用道路及び作業現場内除雪について 

7 
【電気工事】工事用機械（クレーン、軌陸車等）

の新規リース又は機種変更について 

5）設計図書に明示されていない施工条件について

予期することができない特別の状態が生じた（第 1

項第 5号） 

1 
【土木工事】工事中の障害（電波障害等）対策に

ついて 

2 【機械・建築工事】材料規格等の変更について  

3 
【電気工事】接地工事における標準工法から接地

極の深打式への変更について 

4 
【電気工事】工事用機械（ウニモグ等）の載線に

ついて 

5 【電気工事】冬季寒冷地作業への変更について 

6 
【電気工事】ケーブル敷設における機力工法の変

更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）工事請負契約書第 20 条（設計図書の変更）

により、発注者が設計図書の変更を必要と認めた

場合 

1 
【土木工事】トンネル工事における鏡吹付コンク

リートについて 

2 【土木工事】工事現場の仮囲いについて 

3 
【電気工事】発注者と鉄道事業者との協議の結果

から仕様変更や工事内容の変更について 

4 
【機械・電気工事】消防との協議による仕様変更

や工事内容の変更について 

5 
【電気工事】試験項目や監査・検査内容の変更又

は追加について 

6 
【電気工事】工程調整の結果による夜間作業や手

待ち状況について 

7 【電気工事】排水ポンプの追加について 
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8 
【機械・電気工事】受電線の引込や電話線の引込

ルートについて 

（3）工事請負契約書第 21 条（工事の中止）によ

り、発注者が工事の全部又は一部の施工を一時中

止させた場合 

1 
【土木工事】下部工引渡し時期遅延に伴う一時中

止について 

2 
【機械・建築工事】一部一時中止期間中の建設機

械のリース代等の費用について   

3 【共通】関連工事の遅延に伴う一時中止について 

（4）設計図書の照査の範囲を超えるもの 1 
【土木工事】工事に必要な資料（発注者が作成す

べき資料）を受注者が作成する場合について 

６．関連事項 

 

（2）指定・任意の正しい運用 

1 
【土木工事】土留・仮締切工における地質調査に

ついて 

2 【共通】敷鉄板の計上について 

3 
【機械・建築工事】クレーンの仕様の変更につい

て  

  

（3）入札・契約時の契約図書等の疑義に解決 

1 【共通】応札前に質問されていない事項について 

2 
【土木工事】濁水処理した脱水ケーキの処理費に

ついて 

設計変更とならない事例 

３．設計変更が不可能なケース 

 

（1）設計図書に条件明示のない事項において、発

注者と協議を行わず受注者が独自に判断して施工

した場合 

1 【土木工事】施工機械の変更について 

2 
【電気工事】資機材の仕様変更や施工方法の変更

について 

（3）承諾で施工した場合 

1 
【土木工事】施工性（ワーカビリティー）を考慮

したコンクリート規格の変更について 

2 
【電気工事】施工性（ワーカビリティー）を考慮

したトラフの仕様変更について 

その他 

1 【土木工事】交通誘導員の実績払いについて 

2 【土木工事】トンネル掘削のさぐり削孔について 

3 
【土木工事】地質調査に基づく掘削機械の変更に

ついて 

4 【土木工事】任意仮設について 

5 【機械・建築工事】材料規格等の変更について  

6 
【電気工事】あと施工アンカーの施工に関する試

験費について 

7 
【電気工事】作業員確保による電工供給地の変更

について 

※ 項目は、工事請負契約設計変更ガイドラインより 
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４．設計変更が可能なケース 

 

(1)工事請負契約書第19 条（条件変更等）に該当する場合 

1）図面、示方書又は仕様書、内容説明書及び内容説明に対する質問回答書が一致しな

い場合（第1 項第1 号） 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 仮設リース材の在庫がない場合について 

事 例 
当初発注時は、Ⅱ型鋼矢板リース材を使用した仮土留となっていたが、Ⅱ型

の在庫がなくⅢ型を使用した場合、設計変更することは可能か。 

判 断 

仮設リース材は物価資料等に掲載されており、在庫があることを前提に発注

しているため、受注者の都合で変更することは承諾の扱いとなり設計変更で

きない。ただし、任意・指定仮設を問わず在庫の有無が確認できる証明書（数

社のリース会社よりの在庫証明書）により在庫がないことを確認することに

より条件変更として発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能である。 

〇 事例２  【土木工事】 

内 容 品質管理等に要する費用について 

事 例 

品質管理等に要する費用については、技術管理費の率計算に含まれるものと

積上げ計上されるものがある。 

率計算（技術管理費）に含まれるものについて、標準示方書又は追加示方書

の内容以上の品質管理を求める場合、設計変更することは可能か。 

判 断 

率計算（技術管理費）に含まれるものであっても、標準示方書又は追加示方

書の内容以上の品質管理を求める場合、発注者・受注者間で協議の上、設計

変更は可能である。 

〇 事例３  【共通】 

内 容 営業線近接工事について 

事 例 

営業線近接工事に関わる協議において、工事管理者の専任（現場代理人の兼

務を除く）及び列車通過時の作業の一時中断時間を指定された場合、設計変

更することは可能か。 

判 断 

営業線近接作業においては、鉄道事業者と発注者で協議を行うことになる

が、詳細な内容（配置人員、一時中断時分等）については、発注者と鉄道事

業者間による覚書で示される。 

設計変更となる事例 
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この覚書の内容が発注時の想定と異なる場合は、発注者・受注者間で協議の

上、設計変更は可能である。 

〇事例４  【土木工事】 

内 容 協議による作業時間の制限について 

事 例 
道路管理者との協議により作業時間が限定され当初想定していた架設日数

が増加した場合、設計変更することは可能か。 

判 断 

「協議に伴う設計図書の変更を必要と認める」事項であり、道路管理者との

協議（許可条件）に基づき、発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能

である。 

 

2）設計図書に誤謬又は脱漏がある（第 1 項第 2 号） 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 ＰＣ桁架設時の横座屈防止の補強工について 

事 例 

ＰＣ桁の支間が長くなると桁高も高く、横方向に座屈しやすいものとなる。

特に、桁架設時は荷重の不均衡、振れ及び横倒れなどが生じやすく、架設時

の横座屈及び桁の傾斜に対する検討が必要である。検討の結果、横方向補強

材の設置が必要となる場合、設計変更することは可能か。 

判 断 

「架設時の安全性」の事項であり、設計図書の照査の結果横方向補強材の設

置が必要となる場合は、発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能であ

る。 

 

3）設計図書の表示が明確でないこと（第 1項第 3号） 

○ 事例１ 【電気工事】 

内 容 派遣員の費用について 

事 例 各機器あるいはシステムの組立て又は機能確認等を現地で行うにあたって、

派遣員を動員した場合設計変更することは可能か。 

判 断 設計図書に明確にされていない場合、派遣員を発注者と受注者の協議の上、

必要な派遣員の費用に係る設計変更は可能である。 

また、設計図書に派遣員を必要とする作業が明確にされているが、試験回数

等が明確にされていない場合についても、発注者と受注者の協議の上、設計

変更は可能である。 

ただし、受注者の判断で派遣員を必要としない作業や試験に派遣員を動員す
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る場合については、設計変更の対象とはならない。 

 

4）設計図書に明示された自然的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しない 

（第 1 項第 4 号） 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 拝み勾配トンネル工事の濁水排水管及びポンプ設置について 

事 例 

拝み勾配トンネル工事の濁水は、自然流下で路盤上または中央集水管に流す

ことになるが、路盤の損傷や中央集水管の目詰まりを考慮し、清水と濁水を

分離することとして、濁水排水管及びポンプを新たに設置した場合、設計変

更は可能か。 

判 断 

発注者・受注者間で事前に協議し、トンネル湧水を清濁分離（清水を中央集

水管に、濁水を濁水排水管及びポンプにて処理）することが必要と判断した

場合、設計変更は可能である。 

特に湧水の多いトンネルでは、清水と濁水を分離することで濁水処理設備の

負担が減り、トータルコストとして経済的になることがあるので、トンネル

湧水の清濁分離を検討すべきである。 

〇 事例２  【土木工事】 

内 容 残土処理の運搬車の台数について 

事 例 

都市部における土砂搬出の事例として、土砂受入先の受入料金券では運搬車

1 台当り積載量（㎥）が指定されているため、実際の積載量（㎥）が指定数

量と異なる場合、運搬車の台数が変更となるが、設計変更することは可能か。 

判 断 

積載量は土質条件（単位体積重量等）により変わるため、受入先の条件変更

（指定積載量の変更）が困難な場合は、重量測定（ｔ）で過積載にならない

積載量を明確にすることで、発注者・受注者間で協議の上、運搬した台数に

よる設計変更は可能である。 

なお、この事例は、都市部における特殊な場合であり、土砂受入先の受入料

金券から運搬台数が確認できたため、施工条件と現場条件が一致しないと判

断され、設計変更の対象となったものである。発注時に十分調査しこのよう

な事例が想定される場合は、条件明示を行うことが重要である。 

〇 事例３  【土木工事】 

内 容 路盤鉄筋コンクリートの切削費用について 
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事 例 

土木工事で施工する路盤鉄筋コンクリートの基準高さは、基準の施工精度の

範囲内で仕上げているが、軌道工事で施工する基準器設置時に縦断線形を検

討した結果、路盤面を切削することにした。 

この場合、路盤面を切削する費用は、設計変更することは可能か。 

判 断 

路盤鉄筋コンクリートの基準高さが、基準の施工精度の範囲内で仕上がって

いる場合は、受注者に瑕疵はないことから、路盤面の切削の設計変更は可能

である。 

〇 事例４  【土木工事】 

内 容 橋梁下部工の床掘り勾配の変更について 

事 例 

橋梁下部工の床掘に際して、掘削土が軟弱のため想定していた床掘り勾配で

は法面崩壊の恐れがあることが判明したが、床掘り勾配を設計変更すること

は可能か。 

判 断 

床掘りは、地質区分に応じて掘削ラインを設計しているが、勾配は受注者の

任意であり、実態に合わせて設計変更することはできない。 

しかし、このケースは、設計図書の地質条件と現地の地質状況の不一致によ

り、作業の安全確保を図るために床掘り勾配の変更が必要なことから、設計

変更は可能である。なお、受注者は事前にその状況がわかる資料を発注者に

提示し、協議を行うことが必要である。 

また、掘削ラインが用地外に影響する場合には、一時的借地や仮土留等につ

いても同時に検討する必要がある。 

〇 事例５  【土木工事】 

内 容 濁水処理の添加剤等の実績払いについて 

事 例 

濁水処理に係る薬品類の添加量については、地質や湧水量等により異なるこ

とから、あらかじめジャーテストにより必要な添加量を定めているが、数量

が変更となった場合、実績払いとすることは可能か。 

判 断 

濁水処理に係る薬品類は、湧水量、濁水の性状等から使用量が変化するため

実績払いとしているが、適切な管理が行われていることが前提である。 

当初の添加量を変更する場合は、改めて試験を行い適切な添加量を設定する

こと及び湧水量等の変化など関連する資料により妥当性を確認したうえで、

発注者・受注者間で協議の上、実績による設計変更は可能である。 

〇 事例６  【共通】 

内 容 工事用道路及び作業現場内除雪について 
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事 例 
工事用道路及び作業現場内除雪については、明確な基準はないが、除雪の実

績に応じて設計変更することは可能か。 

判 断 

除雪については、実績に基づいた設計変更は可能である。 

なお、設計変更協議を円滑に行うため、除雪頻度（判断基準）・施工範囲等

について、事前に発注者・受注者間で協議を行うとともに、除雪の実績を確

認できる除雪作業日報及び除雪状況写真についても整理しておく必要があ

る。 

〇 事例７ 【電気工事】 

内 容 工事用機械（クレーン、軌陸車等）の新規リース又は機種変更について 

事 例 軌道工事等の競合工事により、工程が確保できずに工事用機械の貸与機械又

はリース等への工法変更した場合、設計変更することは可能か。 

判 断 軌道工事等との競合工事により、ダイヤ調整など工程確保ができずに、工事

用機械の貸与機械又はリース等による変更や工法・使用期間の変更した場合

には発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能であり、この場合は工程

上の制限や安全対策上、妥当性の判断が必要である。 

ただし、受注者の都合によるものであれば設計変更の対象とはならない。 

 

 

5）設計図書に明示されていない施工条件について予期することができない特別の状態

が生じた（第 1 項第 5 号） 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 工事中の障害（電波障害等）対策について 

事 例 
高架橋、桁架設工事において、工事中に電波障害が発生し対応が必要になっ

た場合、設計変更することは可能か 

判 断 

設計図書で明示されていない、かつ予期することのできない特別の状態が生

じた事項であり、発注者・受注者間で立会い確認し、協議した上で設計変更

は可能である。 

 

○ 事例２   【機械・建築工事】 

内 容 材料規格等の変更について 

事 例 
工事契約後、使用材料の入手が不可能（生産中止等）なことが判明し、材料

規格等を変更する場合、設計変更の対象となるか。 

判 断 受注者の調査により、工事契約後に設計図書に示された使用材料の入手が不
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可能であると判明した場合は、工事請負契約書第１９条第１項第２号に該当

するものと考えられるため、設計変更の対象となる。（工事請負契約書第 1

９条第 4項第１号） 

なお、発注者は使用材料を変更することによる建築物への設計上の妥当性の

検証及び経済性等の検討を行う必要がある。 

○ 事例３   【電気工事】 

内 容 接地工事における標準工法から接地極の深打式への変更について 

事 例 接地工事を行う場合、現地地層状況により、標準工法から深打式のボーリン

グ工法による接地極埋設の工法変更については、設計変更することは可能

か。 

判 断 標準工法とは棒電極によるもので所要の抵抗値を得られない場合、連結接

地、並列打込み、接地低減剤を使用して抵抗値を確保するものである。 

硬質な地盤等により標準工法での施工ができない場合や所要の抵抗値が得

られない場合、発注者・受注者間で協議の上、深打式工法への設計変更は可

能である。また、接地極の埋設範囲が限定している場所で、他種接地極との

競合等により並列打込みができない場合についても発注者・受注者間で協議

の上、深打式への設計変更は可能である。 

深打式はボーリング工法が主であり、ロータリーボーリングマシーン、ロー

タリーパーカッション等を使用する方法である。工程、騒音等、現場状況を

考慮し適切な工法を選定する。 

○事例４  【電気工事】 

内 容 工事用機械（軌道モータカー等）の載線について 

事 例 工事用機械（軌道モータカー等）を作業工程により、クレーン等による機力

で移動したり上下線を変更する場合、設計変更することは可能か。 

判 断 作業工程をかんがみ、関係各所とのダイヤ調整等を行ったが工程確保できな

い場合は、発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能であり、この場合

は工程上の制限等、妥当性の判断が必要である。 

ただし、受注者の都合によるものであれば設計変更の対象とはならない。 

○事例５  【電気工事】 

内 容 冬季寒冷地作業への変更について 

事 例 作業工程により冬季寒冷地作業への変更する場合、設計変更することは可能

か。 

判 断 実際の工程をかんがみ、冬季寒冷地作業へ変更に妥当性がある場合、発注者

と受注者間の協議上、設計変更は可能である。ただし、受注者の都合による
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工程変更で妥当性がない場合は、設計変更の対象とはならない。 

なお、発注者は冬季作業の考え方など、想定している施工条件を設計図書に

より明確化にすることが必要である。 

○事例６  【電気工事】 

内 容 ケーブル敷設における機力工法の変更について 

事 例 発注時、ケーブル敷設は機力施工によるとしていたが、作業工程や現地状況

により人力（手引き等）による施工方法に変更する場合、設計変更すること

は可能か。 

判 断 発注時の機力による施工方法から現地作業場所の状況をかんがみ、人力（手

引き等）による工法に変更する場合、発注者と受注者間で協議の上、設計変

更は可能である。ただし、受注者の都合による工法変更で妥当性がない場合

は、設計変更の対象とはならない。 

 

(2)工事請負契約書第 20 条（設計図書の変更）により、発注者が設計図書の変更を必

要と認めた場合 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 トンネル工事の鏡吹付コンクリートについて 

事 例 
トンネル工事において、地山が不良で鏡吹付コンクリートが必要な場合、設

計変更することは可能か。 

判 断 

トンネル工事における鏡吹付コンクリートについて、安全性向上の目的で受

注者の判断で行われるものは設計変更とはならないが、地山が不良のため切

羽崩落防止・岩塊の落下防止・ゆるみ抑制・掘削長期停止等鏡吹付コンクリ

ートの対策が必要となった場合、設計変更は可能である。 

〇 事例２  【土木工事】 

内 容 工事現場の仮囲いについて 

事 例 
工事現場の周辺に住宅や建物等があり、安全対策として仮囲いが必要になっ

た場合、設計変更することは可能か。 

判 断 

設計変更の可否については、その必要性から判断する。 

工事現場の安全対策として、地元住民等からの要望で、仮囲いが必要と発注

者が認めた場合、仮設工として設計変更は可能であり、この場合は任意仮設

ではなく、指定仮設とする必要がある。 

なお、受注者の判断（技術提案）で設置する仮囲いについては、設計変更の

対象とはならない。 
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〇 事例３   【電気工事】 

内 容 発注者と鉄道事業者との協議結果から仕様変更や工事内容の変更について 

事 例 鉄道事業者との協議により、保守設備等の追加や機材の仕様変更により工事

内容の変更をする場合、設計変更することは可能か。 

判 断 各系統で実施する鉄道事業者との協議を行い発注時に反映しているが、鉄道

事業者の保守基準変更や事故等により、設備追加や仕様変更の協議が行われ

るもので発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能である。 

〇 事例４   【電気工事】 

内 容 消防との協議による仕様変更や工事内容の変更について 

事 例 計画通知による設備内容としていたが、消防との協議の中で仕様変更や施工

方法の変更をする場合、設計変更することは可能か。 

判 断 計画通知や危険物の事前協議を行い発注時に反映しているが、建物構造や関

連設備等の変更に伴い変更が生じることがあるため、発注者と受注者間で協

議の上、設計変更は可能である。 

ただし、消防法の規準を充たさない施工（設置間隔、離隔、設置高さ等）に

より、指導を受ける場合は設計変更の対象とならない。 

〇 事例５   【電気工事】 

内 容 試験項目や監査・検査内容の変更又は追加について 

事 例 基準類に定めた以外の試験項目や監査・検査内容の変更又は追加をする場

合、設計変更することは可能か。 

判 断 試験項目や監査・検査内容の変更又は追加に伴う試験の外注化、派遣員、工

事用機械の燃料費、運転作業従事員等の変更は、発注者と受注者間の協議の

上、設計変更は可能である。 

ただし、受注者の社内管理基準による品質確保のため、発注者が求めていな

い試験内容の変更又は追加は、設計変更の対象とならない。 

なお、協議が円滑となるよう試験や監査等の内容は根拠資料を提示の上、発

注者・受注者間で事前協議しておく必要がある。 

〇 事例６   【電気工事】 

内容 工程調整の結果による夜間作業や手待ち状況について 

事 例 軌道又は建築等の競合工事により、工程調整の結果から夜間作業に変更する

場合、設計変更することは可能か。 

判 断 工程を考慮し関係各所との調整を行ったが工程確保できない場合は、発注者

と受注者間の協議の上、夜間作業等についての設計変更は可能であり、この

場合は工程上の制限等、妥当性の判断が必要である。 
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ただし、受注者の都合によるものであれば設計変更の対象とはならない。 

〇 事例７   【電気工事】 

内 容 排水ポンプの追加について 

事 例 構内（トンネル、車基又は保基）の排水計画等の変更があり、排水ポンプを

発注者の指示により設備追加又は仕様変更する場合、設計変更することは可

能か。 

判 断 排水ポンプの追加は、設計変更可能である。排水計画等の変更により、当初

の排水ポンプの仕様変更（吐出量、揚程、電動機容量等）も設計変更は可能

である。 

〇 事例８   【機械・電気工事】 

内 容 受電線の引込や電話線の引込ルートについて 

事 例 電力会社や通信事業者との協議により当初の引込ルートから変更が生じた

場合、関連施設物を設計変更することは可能か。 

判 断 協議によるものであり、関連施設物の設計変更は可能である。ただし、協議

記録を残しルート変更における妥当性の整理が必要である。 

引込ルートの大半は地中となるため、埋設配管の委託や他の埋設物との調整

もあることから、電力会社や通信事業者との協議はできる限り早く行う。 

 

(3)工事請負契約書第 21 条（工事の中止）により、発注者が（工事の全部又は一部の

施工を一時中止させた場合 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 下部工引渡し時期遅延に伴う一時中止について 

事 例 

上部工の製作・架設工程計画は、下部工工事の進捗に左右されることから、

明らかに下部工引渡し時期が遅延する場合は、一時中止することは可能か。

また、上記に伴い増額費用が生じた場合は、設計変更することは可能か。 

判 断 

下部工の引渡し時期が遅延することにより、上部工工事を中止せざるを得な

い場合は、工事一時中止に係るガイドラインに記載のあるとおり、「受注者

の責めに帰することができない事由により工事を施工できないと認められ

る場合には、発注者が工事の全部又は一部の中止を命じなければならない。」

とあり、発注者は工事の全部又は一部の施工を一時中止しなければならな

い。 

また、増額費用も上記に伴う増額であり、発注者・受注者との協議の上、必

要があれば設計変更しなければならない。 
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○ 事例２   【機械・建築工事】 

内 容 一部一時中止期間中の建設機械のリース代等の費用について 

事 例 

杭の施工中に、発注時は想定されていなかった地中障害物が発見されたた

め、地中障害物の除去を行う期間、杭の施工のみ一部一時中止する必要が生

じた。その期間における建設機械のリース代等の費用は設計変更の対象とな

るか。 

判 断 

受注者の責によらない「地中障害物」により工事を一部一時中止した場合に

必要となる建設機械のリース代等の費用は、工事請負契約書第 21 条第 3 項

により中止期間中において現場維持や工事の続行に備えて保持するために

必要となる費用等に該当すると考えられる。発注者は、工事一時中止に伴う

増加費用について、受注者から請求があった場合は、必要があると認められ

るときは契約変更を行う。 

○ 事例３   【共通】 

内 容 関連工事の遅延に伴う一時中止について 

事 例 関連工事の進捗に伴い遅延する場合は、本線上は軌道や土木工事、駅や車両

基地等は建築工事の進捗に左右されることから、明らかに関連工事が遅延す

る場合は、一時中止することは可能か。また、上記に伴い増額費用が生じた

場合は、設計変更することは可能か。 

判 断 関連工事が遅延することにより、当該工事を中止せざるを得ない場合は、工

事一時中止に係るガイドラインに記載のあるとおり「受注者の責めに帰する

ことができない事由により工事を施工できないと認められる場合には、発注

者が工事の全部又は一部の中止を命じなければならない。」とあり、発注者

は工事の全部又は一部の施工を一時中止しなければならない。 

また、増額費用も上記に伴う増額であり、発注者と受注者間の協議の上、必

要があれば設計変更しなければならない。 

 

(4)設計図書の照査の範囲を超えるもの 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 
工事に必要な資料（発注者が作成すべき資料）を受注者が作成する場合につ

いて 

事 例 

発注時において、工事に必要な設計図（防音壁割付図、路盤鉄筋配置図等）

がない図面、追加工事の図面、架設工法の検討資料、設計協議資料など設計

変更や協議に関連する資料の作成について、設計変更することは可能か。 
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判 断 

発注者が作成すべき資料を受注者が作成した場合は、設計変更は可能であ

る。 

架設工法の検討については、契約内容（工法）と同じであれば設計照査の範

囲内であり、設計変更の対象とならないが、現場条件から架設工法の見直し

が必要となる場合の検討は、設計照査の範囲を超えると考えられることか

ら、設計変更は可能である。 

設計協議資料については、受注者が行う協議の資料は受注者が作成すること

は当然だが、発注者が行う協議の資料を受注者が作成した場合は、設計変更

は可能である。 

 

６．関連事項 

(2)指定・任意の正しい運用 

〇 事例１  【土木工事】 

内 容 土留・仮締切工における地質調査について 

事 例 
任意仮設の仮設鋼矢板打込みにあたり、追加調査ボーリングを設計変更する

ことは可能か。 

判 断 

任意仮設であっても、事前に調査ボーリングした箇所と異なる地質が明らか

に予想される場合及び施工中に「打込み困難」、「打込みが容易すぎ」等の

事象により、想定された地盤等と現地盤が異なっていることが確認された場

合、発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能である。 

〇 事例２   【共通】 

内 容 敷鉄板の計上について 

事 例 

敷鉄板は現地地盤が不安定であったり、建設機械等の走行に支障がある場合

に使用されるが、設計変更することは可能か。 

また、具体的に計上できる判断基準は。 

判 断 

敷鉄板については、トラフィカビリティーを確保できない等、施工性や安全

性を確保できない理由がある場合には設計変更は可能である。 

なお、受注者は敷鉄板が必要となる根拠資料を提示の上、発注者と協議を行

う必要がある。 

建設機械の走行確保については、建設機械の走行に必要なコーン指数、建設

機械の接地圧等を参考とする。 

○ 事例３  【機械・建築工事】 
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内 容 クレーンの仕様の変更について 

事 例 

施工条件の変化により、クレーンの仕様等とともに、取付・解体用の補助ク

レーンにも変更が必要となる場合、取付・解体用の補助クレーンについても

設計変更の対象となるか。 

判 断 

施工方法は任意であるため、クレーン本体及び取付・解体用の補助クレーン

については原則として設計変更の対象とならない。 

ただし、発注者の想定する施工方法が現場の諸条件等を踏まえ合理的ではな

いことが判明した場合や当初発注時点で予期しえなかった現場条件等が確

認された場合は、受発注者間の協議により設計図書の変更を行い、請負代金

額を変更する場合もある。（工事請負契約書第 19 条第 4 項第三号、同条第

5項） 

その場合は、クレーン及びこれと連携して使用する取付・解体用の補助クレ

ーンとは一体で機能するものであることから、クレーン本体の仕様等が変更

となる場合には、取付・解体用の補助クレーンも含めて請負代金額の変更を

行うこととなる。 

 

(3)入札・契約時の契約図書等の疑義の解決 

〇事例１  【共通】 

内 容 応札前に質問されていない事項について 

事 例 
契約後、応札前に質問がない事項に疑義が生じた場合、設計変更することは

可能か。 

判 断 

入札参加者は設計図書（示方書、図面、内容説明書等）について、現地調え

査等により判明した疑義については、入札前に質問し、確認しておく必要が

ある。 

しかし、契約後において、応札前に質問がない事項に疑義が生じた場合は、

発注者・受注者間で協議の上、設計変更は可能である。 

〇事例２  【土木工事】 

内 容 濁水処理した脱水ケーキの処理費について 

事 例 
工種の設定及び内容説明書の記載がされていなかったが、設計変更は可能

か。 

判 断 

設計図書の記載漏れがあれば発注者・受注者間で協議の上、設計変更するこ

とは可能である。 

なお、発注者は工種の設定及び内容説明書で処理条件等を明確にする必要が

あるとともに、受注者は設計図書に疑義がある場合は入札前に確認しておく
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必要がある。 
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３．設計変更が不可能なケース 

(1)発注者と協議を行わず受注者が独自に判断して施工した場合 

〇事例１   【土木工事】 

内 容 施工機械の変更について 

事 例 
急峻な地形的制約から、当初設計の大型機械の搬入路を設置せずに小型機械

による施工を行ったが、設計変更することは可能か。 

判 断 

施工に先立ち協議が行われておらず、受注者の判断で小型機械を使用したも

のであることから、使用機種変更の設計変更は不可能である。 

現場条件等により、施工方法が変わる場合は、その都度協議を行っておく必

要がある。 

〇事例２   【電気工事】 

内 容 資機材の仕様変更や施工方法の変更について 

事 例 電気容量等を協議が行われず査定を行い、変圧器やケーブルのサイズアップ

を受注者の判断で行い施工を行った場合、設計変更は可能か。 

また、施工方法の変更を、発注者と協議しないで独断で決定し施工した場合、

設計変更は可能か。 

判 断 資機材の発注や施工に先立ち協議が行われておらず、受注者の判断で変更し

たものであることから、設計変更不可能である。 

また、現場条件等により、施工方法が変わる場合は、その都度協議を行って

おく必要がある。ただし、受注者の判断（技術提案を採用されたものを含む）

によるものは、設計変更の対象にならない。 

 

(3)承諾で施工した場合 

〇事例１   【土木工事】 

内 容 施工性（ワーカビリティー）を考慮したコンクリート規格の変更 

事 例 

発注者は、施工箇所の条件からポンプ車打設を計画した。受注者は、調達し

たポンプ車による打設の施工性（ワーカビリティー）を考慮して、生コンの

規格変更の承諾を申し出た。 

発注者は、生コンの規格変更に問題ないと判断し、生コン規格の変更を承諾

した場合、設計変更は可能か。 

設計変更とならない事例 
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判 断 

受注者が調達したポンプ車の施工性（ワーカビリティー）を考慮した生コン

規格の変更の申し出であった。打設方法及び機械選定は受注者の任意であ

る。当初の打設方法及び生コン規格での施工が可能であることから、生コン

規格変更の設計変更は不可能である。 

〇事例２   【電気工事】 

内 容 施工性（ワーカビリティー）を考慮したトラフの仕様変更 

事 例  発注者は、施工箇所の条件からケーブルルートにコンクリート軽量トラフ

を計画した。 

受注者は運搬の施工性（ワーカビリティー）を考慮して、樹脂製トラフへの

変更を申し出た。 

 発注者は、トラフの仕様変更に問題ないと判断し、トラフの仕様変更を承

諾した場合、設計変更は可能か。 

判 断  受注者が、ケーブルトラフ運搬の施工性（ワーカビリティー）を考慮した

変更の申し出であった。樹脂製トラフの選定は受注者の任意である。当初の

コンクリート軽量トラフでの施工が可能であることから、受注者の都合によ

る樹脂製トラフへの変更の設計変更は不可能である。なお、事前協議により

発注者と受注者間での共通の認識としておく必要がある。 

 

その他 

〇事例１   【土木工事】 

内 容 交通誘導員の実績払いについて 

事 例 

交通誘導員について、内容説明書で配置場所、配置期間及び延べ人数が明示

されているが、工事の進捗状況から大幅な増員となった。実績に基づく設計

変更は可能か。 

判 断 

発注者は関係機関等との協議及び工事の標準工程から交通誘導員の人数を

設定しており、ただ単に施工実績により増員になったとの理由での設計変更

は不可能である。 

ただし、道路管理者との協議及び工事内容の変更から、受注者の責めによら

ず、当初想定した前提条件の変更が余儀なくされたケースにおいては、発注

者・受注者間で協議の上、設計変更することは可能である。 

なお、発注者は、交通誘導員の配置図（パターン図）及び配置目的、配置人

数、配置期間など想定している前提条件を設計図書により明確にすることが

必要である。 
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〇事例２   【土木工事】 

内 容 トンネル掘削のさぐり削孔について 

事 例 

トンネル掘削における切羽前方の地質や湧水の情報を把握するために、受注

者は施工管理の一環として「さぐり削孔」を行っているが、「さぐり削孔」

を設計変更することは可能か。 

判 断 

受注者が施工管理の一環として、任意で行う「さぐり削孔」については、設

計変更の対象とならない。 

なお、切羽前方の地質や湧水の情報を得るため、発注者・受注者間で事前に

協議し、必要な場合は、必要な区間における「さぐり削孔」について、設計

変更は可能である。 

〇事例３   【土木工事】 

内 容 地質調査結果に基づく掘削機械の変更について 

事 例 

仮設桟橋の杭施工について、設計はダウンザホールハンマー工法としていた

が、地質調査の結果、杭長の変更は設計変更をしたが、工法の変更は行わな

かった。工法の変更を設計変更することは可能か。 

判 断 

地質条件に基づきダウンザホールハンマー工法を選定しており、実際の地質

条件でも同工法での施工も可能である場合は、工法変更については任意仮設

のため設計変更は不可能である。 

ただし、当初想定地盤と相違があり掘削困難となった場合は、実際の地盤に

対応した工法への変更は可能である。 

〇事例４   【土木工事】 

内 容 任意仮設について 

事 例 

トンネル工事用水を河川から取水することで河川管理者と協議したが、協議

に時間がかかることが想定されたため、受注者は井戸を設置して取水するこ

とにした。設計変更することは可能か。 

判 断 

仮設、施工方法、その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段につ

いては、受注者がその責任において定める事項（工事請負契約書）であり、

発注者がその手段を明示するものではない。 

ただし、現地の状況等によっては発注者・受注者間の協議より設計変更の可

能性はある。 
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○ 事例５   【機械・建築工事】 

内 容 材料規格等の変更について 

事 例 
工事契約後、使用材料の入手に想定以上の時間がかかることが判明し、材料

規格等を変更する場合、設計変更の対象となるか。 

判 断 

受注者は、使用材料の入手にかかる時間について工事契約前に想定し、工事

を受注したと考えられる。よって、工事請負契約書第１９条第１項の条件変

更等には該当しないので、原則として設計変更の対象とならない。 

ただし、発注者の使用材料の選定に明らかに責がある場合及び発注段階では

想定されない事象により材料等を変更せざるを得ない場合は、設計変更の対

象となる場合もある。（工事請負契約書第 19条第 4項第一号、第三号） 

○ 事例６   【電気工事】 

内 容 あと施工アンカーの施工に関する試験費について 

事 例 あと施工アンカー施工後の品質確認方法として、非破壊引張試験の方法があ

る。追加仕様書等で種別、対象及び試験方法が明示されているが、工事の進

捗状況により想定より大幅な試験作業員が増員となったことから、設計変更

は可能か。 

判 断 発注者は対象や標準工程から試験を設定しており、ただ単に施工実績により

増員になった理由での設計変更は不可能である。 

ただし、当初想定した前提条件の変更や設備追加によるものの場合は、発注

者と受注者間の協議の上、設計変更することは可能である。 

○ 事例７   【電気工事】 

内 容 作業員確保による電工供給地の変更について 

事 例 電気関係工事における工事内容の分類で一般工事とされ、電工供給地は作業

地としているが、工事の進捗に伴い作業員の確保が難しく電工供給地を作業

地以外とした場合、設計変更は可能か。 

判 断 応札者用へ積算条件等が提示された段階で、電工供給地や歩掛単価は確認で

き、疑義があれば入札前に質問し確認しておく必要がある。ただ単に実績に

より作業員確保が困難で、電工供給地が作業地以外からとなったとの理由で

の設計変更は不可能である。しかし、国全体が未曾有の事態で作業員の確保

が難しい場合は、発注者・受注者間で協議をする。 

なお、発注者が作業地以外の電工供給地を想定した工事であって、受注者が

作業地で作業員を確保し工事を行う場合についても、設計変更の対象としな

い。 
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〇施工条件の明示について 

 

鉄 計 積 第100715002 号 

平成２２年年 ７月１６日 

 

 

鉄道建設本部 

各地方機関の長 殿 

鉄 道 建 設 本 部 

計 画 部 長 

（公印・契印省略） 

 

施工条件の明示について（通知） 

 

土木工事を、請負施工に付する場合における工事設計図書に明示する施工条件について

は、平成3 年6 月18 日付、計積第19 号「施工条件の明示について」により通知してい

るところであるが、これに補足追加し、明示項目及び明示事項をとりまとめたので参考

にされたく通知する。 

なお、平成3 年6 月18 日付、計積第19 号「施工条件の明示について」は廃止する。 

 

記 

 

１．目 的 

対象工事を施工するにあたって、制約を受ける当該工事に関する施工条件を設計   

図書に明示することによって、工事の円滑な執行に資することを目的とする。 

２．明示項目及び明示事項 

別 紙 

３．明示方法 

施工条件は、契約条件となるものであることから、設計図書の中で明示するものとする。

また、明示された条件に変更が生じた場合は、契約書の関連する条項に基づき、適切に

対応するものとする。 

４．そ の 他 

（１）明示されない施工条件、明示事項が不明確な施工条件についても、契約書の関連

する条項に基づき甲・乙協議できるものであること。 

（２）施工条件の明示は、工事規模、内容に応じて適切に対応すること。 

なお、施工方法、機械施設等の仮設については、施工者の創意工夫を損なわないよう表
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現上留意すること。 

別 紙 

明示項目及び明示事項 

 

明 示 項 目 明 示 事 項 

工程関係 １．他の工事の開始又は完了の時期により、当該工事の施工時期、全

体工事等に影響がある場合は、影響箇所及び他の工事の内容、開始又

は完了の時期 

２．施工時期、施工時間及び施工方法が制限される場合は、制限され

る施工内容、施工時期、施工期間及び施工方法 

３．当該工事の関係機関等との協議に未成立のものがある場合は、制

約を受ける内容及びその協議内容、成立の見込み時期 

４．関係機関、自治体等との協議の結果、特定された条件が付された

ため、当該工事の工程に影響がある場合は、その項目及び影響範囲 

５．材料の準備期間を長くとる必要がある等のため、余裕工期を設定

して発注する工事については、現地における工事施工開始時期 

６．工事の着手前に地下埋設物及び埋蔵文化財等の事前調査を必要と

する場合は、その項目及び調査期間。また、地下埋設物等の移設が予

定されている場合は、その移設期間 

用地関係 １．工事用地に未処理部分がある場合は、その場所、範囲及び処理の

見込み時期 

２．工事用地等の使用終了後における復旧内容 

３．工事用仮設道路・資材置き場用の借地をさせる場合は、その場所、

範囲、時期、期間、使用条件、復旧方法等 

４．施工者に仮設ヤード等として発注者所有及び発注者が借り上げた

土地を使用させる場合は、その場所、範囲、時期、期間、使用条件、

復旧方法等 

公害対策関係 １．工事に伴う公害防止（騒音、振動、粉じん、排出ガス等）のため、

施工方法、建設機械、設備、作業時間等を指定する必要がある場合は

その内容 

２．水替・流入防止施設が必要な場合は、その内容、期間 

３．濁水、湧水等の処理で特別な対策を必要とする場合は、その内容

（処理施設、処理条件等） 

４．工事の施工に伴って発生する騒音、振動、地盤沈下、地下水の枯
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渇等及び電波障害等に起因する事業損失が懸念される場合は、事前・

事後調査の区分とその調査時期、未然に防止するために必要な調査方

法、範囲等 

 

安全対策関係 １．交通安全施設等を必要とする場合はその内容、期間 

２．鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施設と近接する工事で施工方

法、作業時間等に制限がある場合は、その内容 

３．落石、雪崩、土砂崩落等に対する防護施設必要な場合は、その内

容４．交通誘導員、発破作業等の保全設備、保安要員の配置を指定す

る場合又は発破作業等に制限がある場合は、その内容 

５．有毒ガス及び酸素欠乏等の対策として、換気設備等が必要な場合

は、その内容 

工事用道路関係 １．一般道路を搬入路として使用する場合 

（１）工事用資機材等の搬入経路、使用期間、使用時間帯等に制限が

ある場合は、その経路、期間、時間帯等 

（２）搬入路の使用前、使用中及び使用後の処置が必要な場合はその

処置内容 

２．工事用道路を設置する場合 

（１）工事用道路に関する安全施設等が必要である場合は、その内容 

（２）工事用道路の工事終了後の処置（存置又は撤去） 

（３）工事用道路の維持管理及び補修が必要な場合は、その内容 

（４）その他特別な条件がある場合は、その内容 

仮設備関係 １．仮土留、仮橋、足場等の仮設物を他の工事に引き渡す場合及び引

き継いで使用する場合は、その内容、期間、条件等 

２．仮設備の構造及びその施工方法を指定する場合は、その構造及び

施工方法 

３．仮設備の設計条件を指定する場合は、その内容 

地質調査関係 １．地質、地下水位、湧水量等の自然条件の調査結果又は想定 
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建設副産物関係 １．建設発生土が発生する場合は、残土の受入場所及び仮置き場所ま

での距離、時間等の処分及び保管条件 

２．建設副産物の現場内での再利用及び減量化が必要な場合は、その

内    容 

３．建設副産物及び建設廃棄物が発生する場合は、その処理方法、処

理場所等の処理条件 

なお、再資源化処理施設又は最終処分場を指定する場合は、その受入

場所、距離、時間等の処分条件 

工事用支障物件等 １．地上、地下等への占用物件の有無及び占用物件等で工事支障物が

存在する場合は、支障物件名、管理者、位置、移設時期、工事方法、

防護等 

２．地上、地下等の占用物件工事と重複して施工する場合は、その工

事内容及び期間等 

薬液注入関係 １．薬液注入を行う場合は、設計条件、工法区分、材料種類、施工範

囲、削孔数量、削孔延長及び注入量、注入圧等 

２．周辺環境への調査が必要な場合は、その内容 

地盤改良関係 １．地盤改良を行う場合は、その施工方法、材料種類、使用機械の種

類及び台数、その他施工時期、作業時間等で制限がある場合はその内

容 

２．周辺環境への調査が必要な場合は、その内容 

特殊機械関係 特殊な工事での機械及び特に大型の機械等、特別に高価な機械（クレ

ーン、車両、船舶等を含む）を使用する必要があると認められるとき

には、当該機械の規格、性能、使用工程等の想定 

積算に用いる単価

等 

積算に用いる材料単価及び労務賃金の適用月 
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その他 １．工事用資機材の保管及び仮置きを必要とする場合は、その保管及

び仮置き場所、期間、保管方法等 

２．工事現場発生品がある場合は、その品名、数量、現場内での再使

用の有無、引渡し場所等 

３．支給材料及び貸与品がある場合は、その品名、数量、品質、規格

又は性能、引渡場所、引渡時期等 

４．関係機関・自治体等との近接協議に係る条件等その内容 

５．架設工法を指定する場合は、その施工方法及び施工条件 

６．工事用電力を指定する場合は、その内容 

７．新技術・新工法・特許工法を指定する場合は、その内容 

８．部分使用を行う必要がある場合は、その箇所及び使用時期 

９．給水の必要がある場合は、取水箇所・方法等 

10．想定される追加工事（補助工法、各種の調査、試験工事及び設計、

用地協議の結果に基づく工事等）がある場合はその内容 

11．その他現地の特情により明示を必要とする事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


